旧日本銀行広島支店の暫定活用に関する取扱要領
第１　趣旨

この要領は、旧日本銀行広島支店の暫定活用に関する取扱要綱（以下、「要綱」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。
第２　申込書の提出方法

１　申込書の提出方法は、申込書の窓口（市民局文化スポーツ部文化振興課）への持参、eメール送付、郵送またはファックス送付とする。

２　申込受付日・時間は市役所開庁日の平日８時３０分から１７時１５分までとする。

３　eメール、ファックスでの申込みにおいて、受付時間外に着信されたものは、翌受付日の８時３０分に受け付けたものとする。

４　郵送での申込みにおいては、申込書の窓口（市民局文化スポーツ部文化振興課）で受領した日時に受け付けたものとする。また、申込期間以前に受領した申込みにおいては、受付開始時に受け付けたものとする。
第３　申込受付

１　受付開始時（平日の８時３０分）に同一日時・同一場所を使用しようとする申込者が複数ある場合は、抽選を行うこととする。

２　１以外の受付時間においては、申込方法に関係なく先着順に受け付けることとする。

第４　申込期間

　１　申込期間は使用しようとする日の６か月前から２週間前までの間とする。

　　　ただし、連続使用（原則２週間以内）する場合は、使用しようとする日の初日の６か月前に一括して受け付けることとする。

２　使用しようとする日の６か月前及び２週間前が市役所閉庁日にあたるときは、その翌日以後の開庁日を申込期間とする。

第５　使用の制限

使用の制限事由は、次の各項の事例に該当し、そのおそれが明白かつ現在のものとする。
１　秩序又は風俗を乱すおそれがあるとき（要綱第５(1)）
(1)　犯罪行為又は犯罪等を助長する等のおそれがあるとき。
(2)　暴力団等集団的又は常習的に暴力的行為を行うおそれがある組織の利益になると認められるとき
(3)　わいせつな行為その他善良な風俗、清浄な風俗環境又は青少年の健全育成に有害であると認められるとき。
２　施設又は設備をき損するおそれがあるとき（要綱第５(2)）
(1)　建物の壁面、窓ガラス、床面、天井、備品等を傷つけるおそれがあるとき。

(2)　ガソリン、火薬類等引火又は爆発のおそれがある危険な物の使用を伴う事業を行うため使用しようとするとき。（ただし、当該施設の防火管理者の承認、消防署長の許可を得た場合はこの限りでない。）
３　宗教活動又は政治活動等に利用しようとするとき（要綱第５(4)）
(1)　特定の宗教の儀式又はその布教若しくは勧誘を伴う活動であるとき。
(2)　その他宗教的中立性に対する市民の信頼を害するような宗教的活動を行うとき。

(3)　政策や政治に関する事業のうち、威圧的行為や勧誘を伴うものであるとき。
 (4)　その他政治的中立性に対する市民の信頼を害するような政治的活動を行うとき。
４　営利活動（企業ＰＲ等を含む。）を目的として利用しようとするとき（要綱第５(5)）
(1)　営利を目的とした団体（株式会社、有限会社等）が使用するとき。ただし、文化活動の推進に寄与するため、一般市民を対象にして、当該団体等の本来業務に付随しないメセナ活動等を実施する場合は除く。

　(2)　個人又は団体が、商品又はサービスの販売・宣伝・展示・発表・教室・興行等営利を目的として使用するとき。
５　使用目的及び事業内容等を偽っていると認められるとき（要綱第５(10)）
　 (1)　使用者が提出した申込書及び関係資料の内容と異なると認められるとき。

　 (2)　その他市と利用者が事前協議した内容等と異なると認められるとき。
６　都市景観上適当でないと認められるとき（要綱第５(11)）
　　看板及び横断幕等の掲出等により建物外部を使用する場合において、建物との調和を損なう等、都市景観上適当でないと認められるとき。
７　その他管理運営上支障があると認められるとき（要綱第５(12)）
(1)　建物の改修工事等のため、一般の使用に供することが当該工事等の支障になると認められるとき。

(2)　遺体の持込みを伴う告別式等をするとき。
(3)　市において特に管理運営上支障があると認めるとき。
第６　入館の制限

　　入館の制限、退去命令事由は次の各項の事例に該当し、そのおそれが明白かつ現在のものとする。

　１　伝染性の病気にかかっていると認められる者（要綱第６(1)）
「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」で定める感染症に感染している者。ただし、同法第６条第４項及び同条第５項で定める感染症は除く。

２　他人に危害を及ぼし、又は他人の迷惑になる物品又は動物の類を携帯する者（要綱第６(2)）
(1)　泥酔している者
(2)　音、におい、振動等を発する物品を所持又は自ら騒音、怒声を発したり、暴力を用いる等他の入館者に耐えがたい苦痛をもたらしていると認められる者
(3)　刃物、銃器等その他危険と認められる物品を携帯している者
(4)　ガソリン、火薬類等引火又は爆発のおそれがある危険な物品を所持している者
(5)　犬、猫その他動物をつれている者（盲導犬、介助犬を除く。）

　３　秩序又は風俗を乱すおそれがあると認められる者（要綱第６(3)）
　　　第５第１項の事例に掲げる行為を行うおそれがあると認められる者

　４　その他管理運営上支障があると認められる者（要綱第６(4)）
　(1)　使用にあたって許可を要する施設又は設備を許可を得ないで使用している者
(2)　旧日銀を利用しないのに車両を駐車・駐輪している者
(3)　敷地内で、許可を得ない募金、署名、募集、集会等を行っている者
(4)　非供用区域の立入禁止など施設管理上の必要な指示に従わない者

第７　使用回数の制限

　　同一使用者に対する使用回数の制限は、次の各号に該当する場合において、他の使用希望者の状況を考慮し制限することができるものとする。
(1)　同一年度内に使用実績があるとき又は使用が決定しているとき。

(2)　明らかに使用期間が連続していると認められるとき。

　(3)　その他過去の使用実績等を考慮し、他の使用希望者が使用することが適当であると認められるとき。
　　附　則

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。
この要領は、令和２年１１月１日から施行する。

